第2回彦根市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進協議会議事録
日時  平成28(2016年)8月19日(金)
10時00分～12時00分
場所  本庁舎5階　第3委員会室       
［地方創生推進室長］
失礼いたします。おはようございます。

本日は、お忙しい中、ご出席を賜りまして誠にありがとうございます。
ただいまから、第2回彦根市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進協議会を開催させていただきます。
はじめに大久保市長からご挨拶を申し上げます。
［市長］
皆様、改めましておはようございます。
一言、ご挨拶を申し上げます。

委員の皆様方には、それぞれともに大変ご多用のところ、第2回の彦根市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議にご出席をいただきましてありがとうございます。
併せまして、日頃から市政各般にわたって、格別のご理解ご協力をいただいておりますこと、改めて御礼を申し上げたいと思います。
本日は、皆様方に、「彦根市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に係ります平成27年度のＫＰＩ指標につきまして、それぞれの専門的な知見による各施策の評価、検証をお願いすることになりますので、よろしくお願い申し上げます。

なお、本日皆様からいただきましたご意見を踏まえまして、総合戦略の基本目標ごとに、新たに関係部局長、部局次長、所属長、それぞれをメンバーといたします部会を設立いたしまして、取組を見直して、新規事業の検討など、さらに行って、次年度の各種施策に反映させていきたいと考えておりますので、ぜひとも率直なご意見、ご指導、ご指摘を賜りますようにお願い申し上げたいと思います。
総合戦略の取組をより効果的なものとしてまいりますために、ぜひとも皆様方からの活発なご議論を頂戴したいと思っておりますのでよろしくお願い申し上げます。

簡単ではございますが、冒頭に当たりましてのご挨拶とさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。
［地方創生推進室長］
では、本日の会議でございますが、本日は委員5名、代理人の方1名のご出席をいただいておりますので、本協議会要綱第6条第2項に規定いたします定足数を満たしており、会議が成立しますことをご報告申し上げます。
もう一点、恐れ入ります。
資料に修正がございますので、ご訂正をお願いしたいのでございますが、横長シートの後ろから3枚目でございます。
表題としましては、基本目標3の部分でございます。
中ほどに、ＫＰＩ指標名の「市内3大学新卒者の県内就職率(％)」でございます。
その次ですが、「20.9」という数字がございまして、その右、「24.4」とございますのが、「23.5」。「24.4」が「23.5」の訂正をお願いいたします。
それともう一つ下、「市内3大学新卒者の市内就職率(％)」でございます。
これが「2.9」とございますのを「3.3」。「2.9」を「3.3」にご訂正お願いいたしたいと思います。

評価結果には影響がございませんが、大変失礼をいたしました。
よろしくお願いをいたします。

それでは、協議会の要綱第5条第1項の規定に基づきまして、ここからは、会長に議長として進行をお願いいたしたいと存じます。
よろしくお願いいたします。
［会長］
今日もよろしくお願いいたします。

基本目標が、1から4まで4つに分かれておりまして、それぞれが目標ごとに分冊になっておりますので、このシートに沿いまして、1つずつ、基本項目表ごとにＫＰＩの指標の評価をしていきたいと、このように思っております。

それでは、一番最初の基本目標「1　魅力ある安定した雇用が生まれるまちづくり」につきまして説明を伺いまして、その後に、委員の皆様にはご意見をいただきたいと思います。

委員各位からのご意見の取りまとめは、事務局のほうでお願いしたいと思っております。

それでは、説明をお願いいたしましょう。

［産業部長］
それでは、おはようございます。

基本目標「1　魅力ある安定した雇用が生まれるまちづくり」、施策名は「企業立地や産業集積の促進等による地元での就職環境の整備」ということでございます。
ページは、2ページ目でございます。
まず1つ目のＫＰＩ指標、「有効求人倍率(彦根管内)」でございますが、有効求人倍率につきましては、彦根公共職業所安定所が公表いたします彦根管内の平成27年度の数値を記載しております。
こちらにつきましては、記載のとおり1.43ということで、平成27年度の目標数値を達成しております。
現在、彦根地区雇用対策協議会が行います各種事業への補助や、商業施策等の実施によりまして、雇用の確保に向けた取組を行っているところでございますが、今後は、若者の市内企業の就職促進を図り、定住人口の増加につなげるため、今年度におきまして、市内中小企業を中心としたＰＲパンフレットを作成し、市内および近隣府県の大学等へ配布をいたします。
続きまして、その下でございますが、ＫＰＩ指標、「工業製品等出荷額」でございます。
工業製品等出荷額につきましては、経済産業省、県、市が行います工業統計調査における各年12月31日現在の数値となっておりまして、公表時期の関係から、平成25年の数値を平成27年度ＫＰＩ値結果としてあります。
目標については、記載のとおり達成をしております。

現在、後述をいたしますけれども、工場等設置奨励や、彦根商工会議所に委託してあります地場産業等活性化支援事業によるものづくり企業支援などにより、製造業への支援を行っております。
この数値につきましては、世界的な経済情勢等や、個別事業所の特殊事業等に左右されやすく、一自治体の施策展開での影響は限定的ではありますけれども、新規企業の誘致や既存企業等の設備投資のインセンティブとすべく工場等設置奨励の拡充に向け、検討を行っているところでございます。
続きまして、ＫＰＩ指標、「工場等設置奨励措置件数」でございますが、これは、平成27年度終了時までの累計数でございまして、69件ということで、目標値を達成しております。
先ほどもお話ししましたとおり、今後一層の新規企業の誘致や既存企業の設備投資の環境を整えるべく、現在、工場等設置奨励措置の内容を拡充すべく検討を行っているところでございます。

続きまして、施策名「起業や新分野への進出に対する支援による新たな雇用の創出」でございます。ＫＰＩ指標は「起業者数」でございます。
起業者数につきましては、本市が平成27年度に策定しました「彦根市創業支援事業計画」に基づく創業支援事業による平成27年度の支援実績でございまして、23件となっておりまして目標を達成しております。

創業支援事業計画につきましては、関係機関の協働等によりまして、実効性が増すよう、現在、国と2回目の変更協議中でございまして、今後とも制度の周知等に努め起業希望者の後押しを進めてまいりたいと考えております。

続きまして、施策名「地場産業の人材確保・育成および競争力強化」でございます。
ＫＰＩ指標は、「彦根仏壇産地生産額」、続きまして「彦根バルブ産地生産額」、「彦根ファンデーション産地生産額」でございます。
まとめてご報告させていただきます。
本市の3つの地場産業に係ります生産額につきましては、滋賀県が調査し公表いたします滋賀県の商工業の数値を用いておりまして、公表時期の関係から、平成27年度ＫＰＩ値結果は、平成26年度の数値となっております。
結果としましては、2段目のバルブに関しましては目標値を達成しておりますが、残念ながら、仏壇とファンデーションにつきましては、目標未達成となっております。
バルブにつきましては、上向きな経済状況によります設備投資の増などにより生産を伸ばすことができましたが、仏壇とファンデーションにつきましては、市場の縮小やライフスタイルの変化等、社会・経済的な要因による需要減少により、目標達成がならなかったというふうに考えているところでございます。

本市では、これまでから継続的に地場産業に対します支援を行っておりましたが、平成27年度に、彦根市経済活性化委員会の調査審議によります答申を受けまして、「彦根市地場産業活性化基本方針および行動計画」を策定いたしました。
この方針、計画に基づきまして、地場産業支援策の新設や拡充を行っておりますので、今後とも、この方針、計画を確実に実行することによりまして、目標達成に向けた取組を行ってまいりたいというふうに考えております。
続きまして施策名、「6次産業化や農商工連携の推進による農林水産業の競争力強化」でございます。

まず1つ目のＫＰＩ指標、「認定新規就農者数」でございますが、「認定新規就農者数」につきましては、平成27年度末の数値を示しております。
こちらは5人ということで、平成27年度は目標値を達成しております。
現在、魅力ある農業の情報発信を課題として捉えておりまして、対策として、今年度の新規事業である農業人育成プロジェクトを実施しています。
このプロジェクトによりまして、市内農業者の先駆的な取組を、市内外の就農希望者に周知できるよう充実したホームページの作成に取りかかっているところでございます。

このほか特産物の創出のため、昨年度から、特産品となり得る作物の栽培実証実験等を生産者へ委託する事業を行いまして、ホワイトアスパラガスの復活プロジェクトなどの魅力ある農業づくりに関わっております。
2つ目の指標でございます「6次産業化に取り組む事業者数」でございます。
「6次産業化に取り組む事業者数」でございますが、平成27年度末の数値を示しておりまして、こちらは3ということで、目標を達成できませんでした。
未達成事業の1件につきましては、昨年度中に商品化を予定していました企画が延期となりまして、今年度の商品化の実施を見据えて再検討されていることが未達成の理由となっております。

今後、6次産業化を促進するため、今年度から新たな取組として、国の支援事業となる6次産業化ネットワーク交付金の窓口を本市の農林水産課で行い、県を通さず国と本市がダイレクトで諸手続を行っています。
これによりまして、集落営農組織などの農業者団体が、6次産業化の試作品開発などが実施しやすい体制整備に努めております。
このほか、6次産業化の取組の基礎となります園芸特産物の創出につきまして、これまで以上に市が積極的に関与する必要があると考えております。
このため特産物の創出事業として、昨年度から、特産品となり得る作物の栽培実証実験等を生産者へ委託する事業を行いまして、先ほど申しましたホワイトアスパラガスの活動プロジェクトなどの魅力ある農業づくりに関わっております。
彦根梨に続く特産物を創出することによりまして、6次産業化に取り組む事業者を、これまで以上に確保したいというふうに考えております。
［福祉保健部長］
次のページ、3ページになります。
施策名「(5)人材不足の職場における人材の確保・定着への支援」でございます。
ＫＰＩ指標名につきましては、「福祉の職場説明会参加者のうち就職に結びついた人数」ということでございます。
これにつきましては、平成27年度目標値が10人に対しまして8人となっておりまして、目標値にはいたっておりません。
平成27年度につきまして、この説明会、2回開催しておりまして、それぞれ約20の事業者が窓口ブースを出しまして、来場者については2回合計で99人ございました。
このうち8人の方が採用されたということでございます。
平成26年度は7人の採用がございまして、目標値を10人としましたが達成できなかったところでございます。
来場者そのものにつきましては、経年では増えておりますけれども、来場者に対する採用率は、平成27年度が平成26年度に比べて下がっております。
これにつきましては、参加をいただく事業者の説明会での取組意欲が求められているところでございます。
また、事業所が真に求める人材と接触機会を創出するためにも、引き続き来場者数についても増やしていく努力が必要となってくるというふうに考えておるところでございます。
今後は、説明会のＰＲにさらなる工夫を凝らすなどして来場者を増やすことや、事業者の面談にも、人材確保についての取組意欲を見せるような工夫も必要であるというふうに考えております。
さらに、市民を対象としました資格取得の助成制度などについても検討する方向でございます。

続きまして、その下、「ひとり親家庭が就職に有利な資格等を取得する際に係る費用助成対象者数」でございます。
これにつきましては、平成27年度の目標値5人のところ、実績値は4人でございました。
これにつきましては、看護師等の資格取得期間中の費用助成についてです。
5人受講者がございましたけれども、そのうち1人の方については、学業不振等がございまして資格取得にはいたらなかったものでございます。
これにつきましては、早期にそういった学業の状況把握を今後努めまして、対応してまいりたいというふうに考えているところでございます。
以上でございます。
［産業部長］
それでは、続きまして施策名「観光・文化・スポーツの振興による地域活性化策の強化」でございます。
施策名は、「観光入込客数」でございますが、まず、これにつきましては、県商工観光労働部観光交流局発行の滋賀県観光入込客統計調査の数字を持ってきております。
目標値の3,200,000人に対しまして、3,210,720人と目標数値を達成しております。
これは、昨年度は、井伊直弼公生誕200年祭などの開催などによりまして、彦根城の年間入山者が80万人を超えたこともありまして、市内全体への観光客呼び込み客数も伸びたものではないかというふうに考えております。
次に、2つ目の指標でございます。
「観光消費額」につきましては、平成26年度、平成27年度、この2か年は調査を実施しておりませんでしたので、目標、実績とも記載できておりません。
しかしながら、食事や宿泊、土産購入、交通費など、直接的な消費を示す観光消費額は重要なＫＰＩ指標でありまして、今年度から経済効果の調査を実施する予定でございます。
続きまして、「市内宿泊者数」は、目標値、320,000人に対しまして、376,400人ということでございます。
出所は、先ほど申しました県の商工観光労働部の調査でございまして、目標達成しております。
続きまして、「外国人観光客数」でございますが、目標60,000人に対しまして、70,645人ということで、これは、もう目標達成しております。
続きまして、「外国人観光客市内宿泊者数」でございますが、これにつきましては、目標値30,000人に対しまして、34,670人と、これも目標を達成しております。
これらの数値につきましては、平成27年は、井伊直弼公生誕200年祭の開催に加え、日本へのインバウンドが1,974万人と、これまでにない数値、これは、対前年比47.1％増ということでございますが、彦根市も同様に海外からの観光客が大きく増えたことが要因ではないかというふうに考えております。
［都市建設部長］
続きまして都市建設部です。
ＫＰＩ指標名「歴史的風致維持向上施設の整備件数」でございます。
これにつきましては、彦根市歴史的風致維持向上計画、平成21年1月19日に国に認定されておりますが、これの中で記載している53事業のうち、整備を行った、または行う予定の19事業を対象としており、平成27年度目標値としましては15事業、平成27年度達成値16事業でございますので、評価としては○としております。
課題でございますが、対象としている事業のうち、案内板の設置など、そういった事業については順調に進んでおりますが、この中で2つの事業が地域の取組とする事業でございます。
そのうちの1つ、花しょうぶ通りにつきましては、平成28年度に重伝建地区の選定を受けたことから一定の成果が出ておりますが、もう一か所、芹橋二丁目の地域について、まちづくりの計画を挙げますが、これにつきましては、平成27年度に芹橋二丁目の「まち未来物語」が作成されたところでありますが、これの計画を、今後、承認等を受ける必要がございますので、今後の課題としております。
それについての取組でございますが、地域のまちづくり団体、色々ありますが、例えば、「芹橋2丁目まちづくり懇話会」などと協議し、課題解決に向けて検討を進めるということが取組でございます。
また、支援事業の施策としましては、そういった計画に伴い、既存建築物の景観対策に対する補助制度、町屋の改修費補助制度など、そういった支援制度の取組が必要と考えております。
以上です。
［教育部長］
では、教育部です。
よろしくお願いします。
次の指標でございますが、シティーマラソンなどの市の主催の大会、市スポーツ推進委員協議会の主催の大会、また、市民体育大会、各学校体育振興会主催の大会などのイベントの参加人数が指標でございますが、平成27年度につきましては達成をいたしております。
課題でございますが、県立彦根総合運動場、また市民体育センターの整備計画が出ておりますので、その整備期間中のイベントの開催をどのようにしていくのかということが課題になっております。
これにつきましては、まず、市民のスポーツに親しむ機会を確保するということを前提といたしまして、イベントを継続的に開催するということに向けまして、開催時期や会場、内容等、また、手法の工夫をいたしまして、今後、継続的にイベントの開催をできるよう努めてまいりたい、これを思っております。
以上でございます。
［会長］
はい、ありがとうございました。

今、それぞれの項目につきまして、施策名ごとに説明をいただきました。
また、ＫＰＩのその理由についても説明をいただいたところです。
それでは、今から、このそれぞれのＫＰＩについて、このような○、×がついておりますけれども、これが妥当であるかどうかということについてご議論いただきたいと、こう思っております。
どこからでもいいのですが、まずは、この進め方の点で、そのシートの最初の3ページの中の2ページのところにつきまして、まず、ご議論をいただきたいというふうに思っております。

この2ページにありますのが(1)から(4)までですけれども、これについて意見をいただきたいと思います。
どこからでもよろしいですが、いかがですか。
はい、どうぞ。

［委員］
地場産業の競争力強化についてですが、確かにバルブに関しては、世界的な景気動向によって大きく左右されると思いますし、今でしたら、船舶用は非常に堅調で、産業用も堅調です。
しかし、水道用は落ち込んでいるような状態と認識しております。

一方で、仏壇とファンデーションについては、確かに社会的な要因もあって、ずっと減少傾向が続いていると思うのですけども、この2つについては、何らかの施策というか、応援策が必要ではないのかなというのは、私も感じております。
例えば、この地場産業活性化の基本方針および行動計画を見ますと、例えば仏壇の場合でしたら、平成27年以降ですが、仏壇アカデミーを創設、あるいは仏壇産地の相互連携による仕事、これは、職人さんの仕事の確保というふうに理解しております。
また、ブランド力強化ということで都市部を、特に大都市圏での展示会の企画が書いてありますが、実際どこまで進捗しているのかお聞きしたいと思っておりました。
［会長］

はい、おねがいします。
［産業部長］
仏壇につきまして、まず、展示会につきましては、東京方面に何度か行ってらっしゃるということをお聞きしています。
仏壇アカデミーにつきましては、まだ、実際には動いていないというような状況でございますが、若手の後継者の方に、市からプッシュをさせていただいているというような状況でございます。
そのほか、特に、市で補助させていただいていますのは、就職先として、新たに仏壇の事業に入ろうとされた人を職人として雇用した場合、人件費に対して複数年にわたりまして補助を行うことで、技術の継承ができる環境を整えるといった取組を現在進めております。

あと、大型仏壇の売上げが少なくなっておりますので、これまでとは異なる小型の仏壇をはじめとした新たなものを今、つくっていらっしゃいます。
また、商工会議所からも補助をいただきながら検討されているといったような状況でございます。
［会長］
よろしかったですか。

［委員］
はい。結局、ブランド力をアピールしていこうと思ったときには、大都市圏での商品展示会や、アンテナショップなどは、一単体企業では実際難しいのかなという気もしますので、そういった市、あるいは業界としての取組が必要であるというのは個人的に感じておりました。
ファンデーションに関しましても、生産が海外に出てしまっているのですけども、一部はまだ国内で、例えば著名デザイナーのデザインによるメード・イン・ジャパンのいわゆる下着や、あるいはペット用の矯正下着、ガードルといったものなどもつくられていて、大手流通グループに対して一生懸命企業単体で働きかけをされておられますが、参入障壁もあるようですので、そういったあたりも、例えば仏壇と同じように商品展示会などを、都市部において、彦根市として実施されるというのは一つの大きなバックアップになるのではないかというのは、個人的に感じておりました。

海外展開という言葉もいくつか出ていたのですけども、一応、例えば滋賀銀行でも国際部がございますほか、香港に支店、それからバンコクと上海に駐在事務所もございまして、例えば県内の別の市の商工会議所とは業務提携を結んでおりまして、年に3回、専門家を招いた海外展開のセミナーのほか、例えばバンコクやタイなど周辺のいろんな企業視察を国際部でアレンジさせていただいたり、現地のジェトロをはじめとする窓口の紹介であったり、これは、ある商工会議所と年間契約を結ばせてもらっていまして、今年で4年目に入りましたが、そういった業界団体との取組サポートなども、銀行として海外展開ができていると思いますので、ご案内させていただきました。以上です。
［会長］
ほかにいかがでしょうか。どうぞ。

［委員］
商工会議所でございます。ＫＰＩについては、決められた数値に対して達成したかどうかということは出ております。
すでに事業と数値は決まっているので、若干それるかもしれませんが、総合戦略で求められているのは、要は、横の政策間連携で、いくつもの施策をつなげて効果を出していくということであると思います。
そういう点から言いますと、例えば、新たな雇用創出や、新事業の創出については、大体、社会環境の変化や企業戦略で動く部分があり、なかなか1つの施策でこれを実現というのは難しいとは思います。
ただ、例えば彦根で言いますと、大学があって、滋賀大学はデータサイエンスセンターといった新しい学部も設置され、また、県立大学では、地元での就職率をアップしていくという施策がありますけども、決してこれは簡単ではないと思います。
なぜならば、各大学が施策を進めても、地元の受け皿となるようなものをつくっていかないと、卒業しても、結局、都市部へ流れるということになります。
そういう点から言いますと、例えばですが、これは県域になるかもしれませんけれども、県版で、ベンチャー特区とかつくっていって、そして各市、町、彦根ならば彦根で、受け皿として、例えばファンドをつくって育成するとか、あるいは、もっと言えば、町屋や空き家といったものを活用して、受け皿として体制を支援していくというようなメニューができれば、学生の地元への就職だけではなく、ベンチャーを目指す方が外からも入ってこられるということにもつながると思います。
そういった面を何か工夫をしていかないと、単純に起業とか地元就職率を高めていくということは、なかなか至難の技ではないかなと思っています。
［会長］
非常に重要なポイントに触れる意見でしたけど、何かこれについて、事務局。はい、お願いします。
［地方創生推進室長］
全般的なご質問かと思いますので、お答えになるかどうかわかりませんが、地方創生推進室長のほうからお答えをさせていただきます。

施策横断的な観点が要るということで、ご指摘をいただきました。地方創生において、こういった横断的と言われるのは、空き家対策にも少し触れていただきましたけども、そういったものがよく出てくるわけでございます。
このような施策横断的な対応につきましては、冒頭、市長がご挨拶の中で申し上げましたように、部会という形をつくりまして、主となる部局に関連する部局が連なりまして、今、4つ基本目標があるわけでございますが、4つの部会を立ち上げて進めていきたいというふうに考えております。
この手法につきましては、従前、彦根市が進めておりました定住自立圏等でも、そういった部会を中心に施策を横断的にやるというようなこともやっておりましたので、そういった手法でつなげていきたいというふうに考えておりますので、ご理解賜りたいと思います。
［会長］
確かにそのとおりで、いくつかの施策を束ねたような形のものが見えないと、進めていくのは難しいと思います。
例えば先ほど出てきましたように、就農者については、ある特産品をうまく育てて6次産業化につなげるということもそうですし、今のような町屋もそうです。大学が頑張って学生を、地元に定着させる取組を、今、やろうとしておりますけれども、地元定着率を上げるという点から言いますと、大学ができることは大体3分の1ぐらいに留まると思います。
それは学生に地元の素晴らしさを教育して、地元にもおもしろい働き口があるということを学生が見つけた上で、マッチングを大学として図って、学生をその気にさせて、雇ってもらう玄関口まで連れてくというのが大学の役割でして、それを雇っていただくのは、あくまで雇う側です。
さらに、地元に定着して子供を育てて、生活していただくというのは、これは行政を含む社会の問題であります。
この中で、大学として、その3分の1ぐらいまでできていたかということになりますと必ずしもそうとは言い切れないところがあります。
そこのところは詰めていって、インターンシップや企業の説明会、マッチング、あるいは滋賀の現状というのをちゃんと理解するような教育ということでやっています。
これもまだまだやることがたくさんありますけれども、全般として、そういう受け皿としての整備ということになると、様々な政策が連携しないといけない。
ご指摘のとおりだと思います。
少し広いまとまった構想が必要かなという気はいたします。

それから、「起業者数」について、19人に対して23人であり、達成はできましたが、これは、起業される人についての何か教育の機会というようなのは、市のほうで何か用意されているのですか。
例えば、こういうような法律に関することや、経営に関すること、実際に手続きに関することなど、基本的なことをいくつか知っていないと起業は難しいのですが、そういう教育の機会というのはあるのですか。
［産業部長］
創業というか起業につきましては、市のほうで、チャレンジショップという形でさせていただいて、相談窓口というのを設けて、支援の内容をはじめ、市とか国、県の支援の一覧表をお見せするなど、そういったことで支援するというようなことはさせていただいております。

あと、商工会議所や、稲枝商工会もそれぞれで、こういった起業について取り組んでいただいております。その合計ということで、今回、ＫＰＩの指標で23件が出てきたというようなことでございます。
［会長］
年齢層はどの辺りですか。
［産業部長］
申し訳ございません。
年齢層までは把握しておりませんが、業種としましては、最近は、特に飲食業というのが多いのですが、楽器屋、自転車屋、陶器屋などといった業種が過去にはありました。
［会長］
そうですか。
日本で多いのは大体40代、アメリカでも40代の終わりから50代の半ばが一番多いようです。
先ほどの若者の地元定着に関して、大学が、地元、県内就職率を10ポイント上げなさいということがＫＰＩで掲げられておりますが、そのうちの1割ぐらいは起業・創業しなさいということで、そういう数値目標が入っています。
ところが、22歳で卒業して、22歳がそのまま起業をするという場合もありますけれども、本当に成功するのは、それから一定の社会経験を持ってノウハウを身につけて、人脈もちゃんとつかんで、その上でこういう新しいところで起業・創業するという流れであると言われておりますので、そういう点では、今のような説明、もしくは、できたらそういうような形を含んで、ほかの講習会を数回に分けて、ちゃんとカリキュラムも持ってやるというようなことが、必要かもしれません。

実は、大学、今、環境省から2年間の補助をいただいて、アントレプレナー教育を実施しており、実際に20数名の学生がおりますが、その人たちに対し、どういう形で自分が起業したいかということを、ペーパーで出してもらい、これを基に、どういうテキストを使うか等、工夫しております。

また、社会人を相手にすることですから、ウェブ講義で配信して、スクーリングは土日ということでやっておりますけれども、何か工夫をして教育をするということは、大事にしないといけないのかなというふうには思っております。
ほかにありますか。はい、どうぞ。
［委員］
労協ですけど、地場産業のことについて、彦根仏壇の関係ですが、「まち・ひと・しごと」ということがメインになっている中、今の彦根仏壇というのが、もしくは仏壇自体が、世の中的にどれだけ受け入れられているのかということに疑問があると思います。
彦根仏壇の技術者に、文化財の修復に関わっていただくなど、その技術の転用についても考えられないでしょうか。
例えば、五百羅漢などは、毎年2体ずつ京都に仏像を修理に出しているとのことです。
彦根市内には多くの文化財があります。
彦根仏壇に係る彫刻の技術者を、文化財の修復に関わる技術者にシフトしていくというと問題があるかもしれませんが、そのような文化財の修復技術の資格を取ってもらえるよう、仏壇業界の方々にお声がけをし、その上で、地元の文化財は地元で修復する。
そういう土壌となるよう研修制度、アカデミーなどを設ければ、今、海外の方も非常に日本の仏像や文化財に興味を持っておられますから、そういったことを目当てに人は集まってくる。
そして、なおかつ外国からもそのような技術を身につけたい方が来られる可能性もある。
そして、その仏壇の持ち得た技術をさらに深めていただいて、さらに大きな建屋なり、様々なものへの応用をきかせていただいて修復の技術を上げてもらう。
宮大工さんからすると若干抵抗があるかもわかりませんけど、文化財という部分で考えれば、当然、そういうところも連携しながら取り組めば、いずれは、彦根はそういうことができる町であると認識される。
何でも他府県に頼まなければ仕事ができない、修復ができないというのはもったいないと思います。
ぜひとも、そういうような、ちょっと目先を変えてしていただくと、非常に人が集まってくる、技術者も伸びてくるという部分をちょっと感じましたので、意見として述べさせていただきました。
［会長］
ありがとうございます。

彦根仏壇の業界で、リーダーシップを発揮しておられる組織は、何ていう組織ですか。
［産業部長］
仏壇事業組合です。
［会長］
仏壇事業組合の方々は、今のような意見、どういうふうに思っておられますか。
［産業部長］
詳しくは全部聞いておりませんが、建屋というのですか、そういうような技術があるので直したいという気がある一方で、文化財でございますので、難しいという話も聞いております。
［会長］
やはり技術習得というのがあるのかもしれませんね。
仏壇に限定されると、立派な仏壇を一度揃えたら、これを代々替えていくようなものではありませんので、市場はすぐに飽和するのでしょうね。
よって、仏壇に限られると、なかなか苦しいと思いますけど、そこは、そういうようなリーディングの組織と、今のような形の話題も含めて、将来を詰めて、発展の方向を考えていくというのは大事なことかもしれません。
ほかによかったでしょうか。

それでは、その次のページにいきまして、3分の3ページのほうでご意見いただきたいと思いますが。

空き家のことが出ておりましたけども、空き家バンクと市とはどんな関係になっているのですか。
彦根に空き家バンクがありましたよね。
あれと市との関係、連携はどのようになっておりましたか。お願いします。
［都市建設部長］
都市建設部です。空き家バンクは、まだありません。
［会長］
そうでしたか。
［都市建設部長］
はい。

［会長］
彦根に空き家バンクはありませんでしたか。
［都市建設部長］
商工会議所で、歴史的な空き家活用のバンクについては、コンソーシアムとして運営されておりますが、彦根市全体の把握する空き家バンクは、現在、策定しようとして、また、後ほどのコンパクトシティのほうで触れられますが、今、それの策定に向けて取り組んでいるところでございます。
［会長］
そうですか。大学のほうでもいくつかやっておりまして、豊郷は、毎年1軒ずつ古民家を改修しております。
この近江楽座が始まって13年目になりますので、13軒目を今やっているところです。
改修したところへ、上は学生が入って、下は大体お年寄りの集合場所になっているようです。
そういうようなことをやるのは、結構たくさん空き家がありますので、うまくやると、地方創生の中で大いに活用できる可能性があるわけですが、所有者、所有権の問題を突き詰めていくのが大変難しいそうです。
そこへ行政が関わっていただくと、非常にスムーズにいくようです。
どうか、よろしかったでしょうか。

それではですね、この3分の2ページおよび3分の3ページを通しまして、○、×ということについての評価がありますけども、これについてはよろしかったでしょうか。

(異議なしの声)
よろしいですね。
それでは、○、×という評価は、これを認めるということにいたしまして、事務局で、今、出ましたようなご意見をまとめてご記入いただけたらと思います。
よろしくお願いします。
［委員］

よろしいですか。

［会長］
どうぞ。
［委員］
ｋｏｎｋｉＣＬＵＢです。
3分の2ページの施策名「6次産業化や農商工連携の推進による農林水産業の競争力強化」の認定新規就農者数や、事業者数のところですけども、昨年度の課題としましては、魅力ある農業の情報発信ということで、また、事業者数に関しましては、魅力ある農作物の創出が課題とそれぞれ挙げていただいていますが、意見というか、ご紹介という形で述べさせていただきます。
おかげさまで、弊社「地域みっちゃく生活情報誌」という商標登録のもとで、滋賀県内で6誌、地域に密着した生活情報誌を、北は長浜から南は大津のほうまで、県内で6誌発行させていただいています。
一番古い媒体が、この彦根で発行させていただいている「ｋｏｎｋｉＣＬＵＢ」になります。

同じ滋賀県内の他市の行政の方から、この農業に関してのアンケート調査の問い合わせを1件いただきました。

その内容といたしましては、有機野菜の栽培サポートから販売サポートを農政課の新事業で考えておられて、その中で、市民の意識調査ができないかというものでした。
こちらとしましては、誌面のデザインはもちろんですけども、該当市の情報誌の誌面に、そういった内容の、アンケートはがきを載せ、これに答えていただくといったような形式で、プレゼント等のご提供も含め、実施しました。

魅力ある農作物の創出や、魅力ある農業の情報発信が課題というふうに挙げていただいている以上は、彦根市民の方の農作物に対する新規事業なり、そういった6次産業化に向けての意識調査といったものも大いに必要なのではないかなというようなことも感じましたので、紹介させていただきました。
具体的には、「有機野菜って何」といったような見出しから始まる有機野菜に関するアンケートで、ご回答いただいた何千人の方に近江産の野菜をプレゼントといったような特典も設けました。
また、弊社が調査結果をもとにデータ分析を行い、その上で、様々な提案をさせていただくという形で、依頼団体と連携して、農作物に対する、農業に対する促進に取り組んでおりますので、そういったことも、ひとつ参考にしていただければいいかなと思って意見としてお話させていただきました。以上です。
［会長］
ありがとうございました。
こういうのを進めていくときに、今のような発信の仕方ですとか、その周知の仕方、これは大変大事になりますので、もう、しっかりこういう利用できるところは大いに利用してやっていただけたらというふうに思っております。
ありがとうございました。

よろしかったでしょうか。
どうぞ。
［委員］
1点だけ。3分の3の文化財の関係と観光についてですが、文化財も保存と活用ということが言われています。
この点につきまして、他の地域を見ますと、例えば二条城でしたら貸切りができたり、あるいは世界遺産がホテルになっていたりと、様々な例があります。
彦根の場合、そういう活用ができる都市でもありますので、そういった文化財の活用面で観光集客を図っていくとか、インバウンドを増やしていくとか、そういったことも横の連携というか、施策を貫いてやっていくと、よりＫＰＩが増えていくのではないかなというふうには思います。
［会長］
ありがとうございました。
提案を1つ加えさせていただきました。ありがとうございました。

それでは、今のような議論を踏まえまして、○、☓については、これを承認ということで、さらにそれに加えて、今、出てきましたようなご意見をおまとめいただければと思います。

次にまいります。施策の2番目でありまして、基本目標に「次代を担う子どもたちを安心して産み、育てることのできるまちづくり」という目標に入ってまいります。まず、説明をお願いします。
［企画振興部長］
はい、企画振興部でございます。

資料のほうは、2分の1ページの中ほどでございます。
基本目標に「次代を担う子どもたちを安心して産み、育てることのできるまちづくり」、施策(1)としまして、「結婚から子育てまでの切れ目ない支援」でございますが、まず1点目、年間出生者数をＫＰＩ指標に設定しております。
こちらにつきましては、本市の人口ビジョンにおきまして、平成72年度の目標人口10万人を達成するためには、年間1,000人の出生者数を維持することが必要でございますことから、毎年度、12月31日現在の出生者数を指標としているものでございます。
平成27年度につきましては、出生者数はちょうど1,000人となり、目標値を達成しております。
また、少子高齢化が進展することに伴い、年代別の人口構成を維持する目的で設定いたしております0歳から15歳未満の年少人口の割合につきましても、平成27年度の目標値を達成しているところでございます。
いずれの指標につきましても、基本目標の指標にもなっているとおり、大きな指標でございまして、市単独の取組だけでは改善を図ることが非常に難しいものでございます。
総合的かつ幅広い長期的な取組が必要でありますが、行政のでき得る今後の取組といたしましては、福祉、教育、労働などの各分野に関わる、先ほどもお話がございましたが、部局横断的な、結婚から子育てまでの各ステージでの支援を実施いたしまして、経済的・精神的負担、あるいは不安を軽減するための取組を行いまして、子どもを産み、育てやすい環境整備を図ることが今後とも必要であると、このように考えているところでございます。
［福祉保健部長］
続きまして、1番下の段でございますが、ＫＰＩ指標、「保育所待機児童数」でございます。
これにつきましては、平成27年度の目標値が51人、実績値も51人であったものでございます。この待機児童数の人数の時点でございますけれども、4月1日現在の新年度、その年度の申込み当初の待機児童ということで挙げております関係で、当該年度の目標値、実績値が同じということになってございます。
最終年度、平成31年度の目標についてはゼロということで置いておりますので、当該年度については、51ということで達成ということになっております。
待機児童数につきましては、全国的に大きな課題となっておりまして、先ほど申し上げましたように、平成31年度については目標値をゼロとしておりますが、少子化の進行でありますとか、人口減少の局面、こういう中で、特に低年齢児保育のニーズが高まる一方でございます。
今年度、公立幼稚園1か所を、認定こども園として改築整備中でございますが、ほかにも、新たに民間で乳児保育所、それから小規模の保育所、こういったものの新築整備も進められているところでございます。
こういったことで官民合わせて整備を進めておりますが、さらに入所希望は増加する可能性もあるところでございます。

それからめくっていただきまして、次の指標でございます。

ここにつきましては、「(仮称)彦根市子ども・若者支援センターの設置」の箇所数ということで、最終の目標値を1ということで挙げておりますが、当該年度、平成27年度については目標値を持っておりません。
本年度、平成28年度につきまして、子ども・若者センターを開設する予定をしております。
これにつきましては、社会生活を円滑に営む上で、困難を有する子ども・若者を総合的に支援していく機関ということの位置付けでございます。
今後につきましては、今年度、センターを開設しまして、次年度についてサロン的なものを開設していきたいというふうに考えているところでございます。
それから次に、地域での学習支援教室の整備箇所数でございまして、これにつきましても、平成31年度を目標年として、中学校区に1か所ということを、整備を目標にしておりますが、平成27年度においては、目標値を定めておりません。
しかしながら、平成28年度以降におきまして、整備に関しては行政としての関わり方を整理しながら、平成29年度以降で参加を目指していきたいというふうに考えているところでございます。
ここにつきましては、以上でございます。
［教育部長］
では、続きまして、「小・中学校教育の充実」という施策でございます。
まず、「市内児童・生徒の基礎・基本的な学習内容の習得状況」ということで、いわゆる全国学力・学習状況調査の指標を使っております。
今回、小・中合わせて68.4％ということで同じになっておりますが、この指標を設定した時点で、もう結果が出ておりましたので、あくまでも指標と同じようになって、目標と同じになっております。
内容的には、全国平均と比較いたしますと、平均に届いていないわけでございます。
特に小学校が、大きく乖離がございます。
そのために、課題といたしましては、特に小学校の低学年からの基礎的な学習内容の確実な定着を目指すという施策を取り組んでまいりたいと思っておりますし、そういう方向で、今年度、平成28年度の予算では、市費の臨時講師の配置など、特に、その部分に厚く配置をしているところでございますし、また、少人数学習指導とか、基礎学力確認テストに基づく個別指導、家庭学習の習慣化ということにつきまして取り組む必要があると思っております。
それから次の指標でございますが、「市内児童・生徒学校の満足度」でございます。
これにつきましても、全国学力・学習状況調査のアンケートの結果でございます。
これにつきましては、残念ながら目標には達していないわけでございますが、彦根は90％でございまして、全国平均87.2％を上回っているという状況ございます。

課題といたしましては、やはり一人一人の子どもの居場所のある学校づくりを進めるということで、いじめや不登校など様々な課題に対し、学校支援体制をしっかりと構築しながら対応する必要があると考えております。
それから、当然、先生方が子供と向き合う時間を確実に確保していくということも大事だと考えております。

それから次の施策でございます。

「ふるさとを誇りに思い、将来地域社会に貢献する子どもの育成」ということでございまして、指標が、「地域行事に参加している児童・生徒の割合」ということでございます。
これも、全国学力・学習状況調査のアンケート調査の結果でございまして、これにつきましては、目標数値は満たしているところでございます。
これにつきましても、学区によりまして地域の行事の数が非常に違っております。
これはあくまでも地元の行事への参加というのが指標になりますので、地域によりその差が出てまいります。
まあ、都市部と農村部では違いますので、その辺りにつきましては、やはり学校と地域とのネットワークの構築をしっかりとやりながら、少しでも子どもたちが地域の行事に参加できる機会が増えるような形で取り組む必要があると考えております。
以上でございます。
［市民環境部長］
市民環境部でございます。
最後の、「仕事と生活の調和(ワーク・ライフ・バランス)の推進」につきましては、平成27年度末の「ワーク・ライフ・バランス取組企業数」、これは、滋賀県ワーク・ライフ・バランス推進企業登録の市内事業所の数値をお示ししております。
こちらにつきましては60件ということで、目標を達成しております。
現在、人権啓発といった観点で、企業訪問を実施しておりますけども、企業と接する機会が限られているといった課題がございます。
今後、ワーク・ライフ・バランスの観点、取組についても、関係部局、関係機関とも連携し、一層の啓発に努めていきたいと考えております。
以上です。
［会長］
以上で説明を終わります。

それでは、ここのところは、2ページ分をまとめてご意見を伺うことにいたしましょうか。
2ページ分をまとめてご意見をください。
お願いします。
そういえば、来年の4月から、県大の前に「どんぐりけんだいまえ保育園」というのができると聞きました。
たまたま大学の土地が少し空いていたので、そこで建ててもらいまして、大学にとってもありがたい話でした。

あの園における子どもの受入れは、何歳児まででしたか。

［福祉保健部長］
福祉保健部です。
乳児保育所を予定されておりますので、3歳未満であり、ゼロ、1、2歳ということになります。
［会長］
市からの補助を受けていると聞きましたが、どうですか。
［福祉保健部長］
はい、制度上の補助をさせていだだいております。
［会長］
子どもの、地元の「地域行事に参加している児童・生徒の割合(％)」と書いてありますけども、これ、データソースは何ですか。
［教育部長］
いわゆる全国学力・状況調査のアンケート調査の中にございます。
［会長］
学力テストと一緒にやるアンケートですね。
子ども向けのアンケートと、それから教師向けのアンケートがセットになってありますが、そのことを言っておられるわけですか。
［教育部長］
はい、そういうことです。
［会長］
はい、わかりました。
ところで、彦根の子どもたちが高等学校や大学への進学、あるいは就職により彦根を出た時、彦根の子どもだとわかるような特徴、何か彦根ならみんなができるというようなことですが、彦根の子どもたちに共通的な何か持たせる、そういう技能とは言いませんけれども、何かそういうものはありますか。
例えば、滋賀県の子どもというのは、「うみのこ」とみんなが言うのですね。
みんな船に乗って、小学校5年生のとき、全員行ったという、滋賀県の子どもというのは、必ずみんな船に乗っているということを言うのだそうです。
だから、すぐわかると言っておりましたがね。
彦根の子どもたちというのは、すぐあれをみんな聞けばわかるというのは、何かないですかね。

例えば、保育園から大学生まで、大人まで、お年寄りまで、みんなお茶をたてられるといったことですね。
それから、和歌でも茶歌凡ですよ。
和歌でもやらせればみんな歌を知っているよ。
百人一首なども、みんな子どもたちは知っている。
「あっ、彦根の特徴だね」と言われるような、何か彦根の子どもたちは共通して、こういうようなものをみんなが身につけていますというようなものがあると、ふるさとへの誇りにはなると思います。
ついでに言いますと、山口県の萩市の学校では、吉田松陰の「至誠にして動かざる者は未だ之れ有らざるなり」を覚えさせているそうです。
何のことかわからない小学校3年生ぐらいから言わせているそうですが、不思議なことに、お経のように覚えているそうです。
何かそういうものがあって、彦根の子どもたちはみんなこれを身につけているというような、何かそういうものを持たせるというのも大事だと思います。
学力テストの対策として、家庭学習は非常に大切なところでして、例えば福井県や秋田県がどうしていつも学力テストの順番が一、二位になるかというと、学校での勉強もさることながら、家庭学習や地域学習などを、非常にしっかりしているのだそうです。
先生の教え方が悪いと言って、先生のスキルのほうを問題にするのですが、実はそうではなくて大きな問題がその背後に控えているようです。

よろしかったでしょうか。
何かご意見ください。
どうぞ。
［委員］
この間、たまたま彦根市内の小児科の先生と、どうすれば彦根市に若い人が入ってきて人口が増えるのか、何か良い知恵はないかというお話をしていました。

先生がおっしゃっていたのが、いわゆる未就学の児童までの通院、入院等の支援策は、ほとんど他市と変わらないようですが、小・中学生になってくると、医療費全額補助のところから、一定額補助のところがある。
彦根市の場合には、入院の場合は補助があるということなのですが、市町によって違いがあります。

この場合、支払窓口で、どこどこ町から来た方からは全然いただかなくてもいいのに地元の彦根市の方からはいただかないといけないということで、機会があるときに、意見として挙げてほしいとのことでした。
ネットでも簡単に、そういった子育て助成制度の市町村の比較などができるサイトもありますので、参考にされてはどうでしょうか。
［会長］

ほかにいかがでしょうか。
［委員］
ワーク・ライフ・バランスについて、切れ目のない支援などにより出生率を高めていこうという考えはありますが、なかなか難しいと思います。
例えば事業所ですと、雇用の景気がいいときでも悪いときでも、特に中小企業では雇用の確保が難しいということもあります。
一方で、働きやすい職場環境にあれば、定着率が高くなりますので、雇用を確保するという面では、関連性はあると思います。
そういったことで官民連携という点では、やはり事業所での働き方、職場環境をいかによくしていくか、その辺が非常に重要になってくると思います。
そういったことで、何か官民連携により独自の施策が打ち出せれば、働く人が増え、出生率も上がってくるというふうになっていくのじゃないかなと思います。
その辺は、働くということと、出生なり子育てとは、かなり密接な関係があるので、そういう面での何か新しい施策なり、メニューができればいいのではないかと思います。
［会長］
ご意見として全くそのとおりだと思います。
官民一体として考えていくという観点で、特に担当部局のほうで何かアイデアはありますか。
私は、以前、考え方間違いをしていたことがありました。

どんどん働く人たちが増えて、どんどん働き口があって、そうすると結果として保育所が必要になったり、結果として学校が多くなったりする。
これは結果だろうと思い間違いしたことがありました。
実はそうではなくて、保育園、乳児園、保育所、あるいは学校があるということが、就業や定住の誘いになるということです。

それで、最も端的にあったのは島根県の隠岐です。
あそこは若い人たちが来ますが、教育がないというのが最後のネックだったようです。
それを解消するため、高等学校を大きくして勉強をいっぱいさせて、国立大学へ出すということをし、今ではあそこの町の誇りとなったそうです。
鹿児島のやねだんでも、それと同じことを聞きました。
最後は教育です、文化ですというので、文化人を居つかせたりするということです。
そこのところがしっかりしておるということが、若い人たちの呼び込みになるのだと言っておられました。
教育や文化は結果ではなくて、原因だということを言われて、そうだなと思いました。
こういうような、ちゃんと子育てができます、教育ができます、そのためにしっかりした支援がありますということが、呼び込むためには、大事なことだろうというふうには思います。
ほかにご意見いかがですか。
はい、お願いします。

［委員］
ｋｏｎｋｉＣＬＵＢです。
今ほど、お話しをいただきましたワーク・ライフ・バランスの件ですけども、弊社の方で、先ほどの件ではないのですが、また、ワーク・ライフ・バランスについての意識調査といったものも行っておりますので、参考までにご紹介させていただきます。

実は、このｋｏｎｋｉＣＬＵＢのような媒体を、弊社の愛知、岐阜、三重県の3県、東海3県でも、全部で53誌、322万部毎月発行させていただいております。
東海3県の世帯カバー率80％を誇っている媒体のモバイル版がありますので、それを使った意識調査、「ワーク・ライフ・バランスに関する意識調査」といったものを行いました。
「ワーク・ライフ・バランス(仕事と生活の調和)をご存知ですか？」といったようなものの回答につきましては、認知度は46.0％と半数以下。男性のほうが比較的認知度が高い結果ということになっております。

2番目としまして、「あなたはワーク・ライフ・バランスを実現していると思いますか？」といったものを、性別と年代別でそれぞれ確認しております。
そして、実現しているかという問いに関しては、「はい」が23.2％、「いいえ」が38.9％、「わからない」が37.9％と比較的高く、特に40代の方は、「いいえ」の比率が高い結果となりました。
そういった結果から、まだまだ理想的なバランスで、仕事と生活を両立している人は少ないというような調査結果となっております。
あと、「「はい」と答えた方は、ワーク・ライフ・バランスの実現のためにご自身で努力していることはありますか？」といったような問い合わせに関しましては、男性が「仕事の段取りを工夫している」が多くて、女性は「自分の趣味の時間をとっている」ということが多い結果となりました。
男性は「有給休暇の取得」という回答も目立ちました。
未婚や18歳未満の子どもがいない方は、「自分の趣味の時間をとっている」という回答。
既婚・18歳未満の子どもがいる方は、「家族との時間を積極的に確保している」という回答率が高い結果となっております。
なので、最初に申し上げた、やはり「ワーク・ライフ・バランスについて趣旨をご存知ですか？」という方に対して、やはり認知度が「46％」といったところも、なかなか思うように推進できないところの一つの指標になるのかなと思いますので、そういったところも、行政の方の連携を通じて、しっかり改善していければいいのかなというふうに思いました。
以上です。
［会長］
はい、ありがとうございました。
それでは、このシート2枚ですが、まず、○、×がございますが、これのＫＰＩの評価ということについては、これでよろしいでしょうか。このとおりでよろしかったでしょうか。
(異議なしの声)
それでは、この○、×につきましては、この評価でよろしいということでありまして、これについてのご意見は、今、伺ったところですが、ほかに何かご意見ありますか。
この1、2ページについてですが、よろしかったでしょうか。

それでは、以上でこの目標2番目について、これの審議を終わることといたします。

続いて、目標3、基本目標3は、1枚もののペーパーになっております。「若者のチャレンジにより、新しい人の流れが生まれるまちづくり」というのが目標であります。
これについての説明をお願いしましょうか。
［企画振興部長］
はい、企画振興部です。
それでは、基本目標「3　若者のチャレンジにより、新しい人の流れが生まれるまちづくり」、施策の「(1)市内大学をはじめとした高等教育機関等との連携強化」につきましては、滋賀大学経済学部、滋賀県立大学、聖泉大学の市内3大学を卒業された方が、県内に就職された率、また、市内に就職された率を、それぞれＫＰＩに設定しております。
平成26年度末の就職率を基準値としておりまして、平成31年度における目標としましては、県の総合戦略が、基準値プラス2％を目標値とされていることに鑑みまして、本市といたしましても同様にプラス2％と設定いたしまして、県内就職率は25.5％、市内就職率は6.0％を目標値といたしております。
平成27年度は、まだ市の新規事業に着手していないことから、平成27年度の目標値は平成26年度基準値と同じ数値である県内就職率23.5％、市内就職率4.0％を目標値として設定しておりましたが、いずれも、平成27年度の目標値を達成できませんでした。
この要因でございますが、大学の関係者等にお伺いいたしましたところ、総じて景気の悪いときには県内での就職率が高くなる、景気がよいときには全国的な企業の求人が多いために県内での就職率が低くなるとの傾向があるようでございまして、平成26年度は景気がよい状況でありましたことから、県内および市内就職率が低くなった、こうしたことも一つの要因ではないかと考えております。
なお、地域経済振興課におきまして、彦根市内の地元企業等を中心としたＰＲ用パンフレットを作成いたしまして、市内大学や近隣の大学に対し配布する、地元企業ＰＲ事業を、平成28年度より新規事業として開始をしております。
また、平成29年度以降につきましても、市内3大学が取り組まれておられるＣＯＣプラス事業などをはじめとした、産学と連携した学生定着への働きかけと支援を行っていく必要があると考えております。
以上でございます。
［産業部長］
それでは、「(2)起業や新分野への進出に対する支援による新たな雇用の創出」、これは再掲でございますので、説明は省略させていただきますが、ＫＰＩ指標は達成しております。
以上です。
［企画振興部長］
それでは企画振興部です。
続きまして、施策の「(3)移住策の推進」につきましては、まず、「社会増減数」をＫＰＩに設定をしております。
これは、本市の人口ビジョンにおきまして、平成72年度の目標人口10万人を達成するために年間100人の転入超過が必要でありますことから、毎年12月1日現在の転入者数から転出者数を差し引いた人数を目標値として設定をしているものでございます。
社会増減数につきましては、平成26年の70人の転出超過となっている状況から49人の転入超過に転じましたものの、平成27年度の目標値には達成しておりません。
社会増減数は、基本目標の指標にもなっているとおり、大きな指標でございまして、「まち・ひと・しごと」の総合的な取組が必要でございます。平成28年度から、本市としては地域おこし協力隊員を「移住コンシェルジュ」として募集をしておりまして、移住施策の推進に新たに取り組むところでございます。
こうした具体的な移住誘導施策を強化していく必要があると考えております。

次に、「移住施策による市外からの移住者数」につきましては、ただいま申し上げましたとおり、今年度より、新たに移住施策に取り組んでいるところでもございまして、平成27年度の結果および目標につきましては該当がございません。
以上でございます。
［会長］
ただいま説明をいただきました。
これにつきましてご議論いただきたいと思いますが、どうぞお願いいたします。
［委員］
安定所でございます。
1点ご質問と、それとご意見を言いたいわけですけれども、1番の市内大学をはじめとした高等教育機関との連携強化の中で、県内就職率というのがあり、また、市内就職率というのがありますが、これは恐らく県内に本社を置いている企業への就職者を把握したものというふうに捉えていいのでしょうか。
同じく市内就職率も、市内の企業に就職したという意味でいいのかどうか、といいますのは、いわゆる本社が大津にあって彦根に勤務している人であるとか、あるいは本社が他府県にあって彦根に勤務している人というような数字もとっておられるのか。
まあそれは非常に難しいと思いますが、その辺りをお聞かせいただきたいというのが1つ。
意見としましては、ＰＲ事業についてですが、実は滋賀労働局でもこの県内への、特に短大、大学生の就職については力を入れておりますが、難しい状況でございます。
大学にもよりますが、マンモス校等、比較的偏差値の高い大学は割と大手の企業から求人が来ますけれども、小さいとこだとなかなかいかない。
あるいは学生自身も、やはり大企業志向が高い。さらにですね、親のほうもせっかく大学まで、せっかくいい大学まで入れたのに中小企業に就職されるのは残念だというご意見の方もおられるということで、生徒も苦労しているというのが状況でございます。
色々ＰＲ事業で冊子をつくっておられるということですけども、これもどこでもつくっているので、よほど変わったものをつくらないと、なかなか目にとまらないということがあります。
もう一つですね、これは関係ないかもしれませんが、今から二、三十年前、ちょうど非常に景気がよかったときでございまして、今はそうではないですが、滋賀県は人手が非常に足らない状況であったため、他府県の高校生に滋賀県へできる限りたくさん来てもらえるよう取り組みましたが、そもそも他府県の学生があまり滋賀県のことを知りませんでした。
滋賀県のイメージは琵琶湖で、次が出てこないという状況でした。
そういう意味では、まず滋賀県を知ってもらう。
まあ、彦根に置きかえるなら、彦根を知ってもらうことがやっぱり大事になってくるのではないかということで、その辺は観光面を含めて彦根のＰＲ全体が必要になってくるのではないかと思います。

大学に特化して、この3大学ということになりますが、当然ですが、分母が非常に少ないというふうに思います。
当時、まだ県大をはじめ、龍大、立命がなかった時代で、高校から統計を提供していただきましたが、高校卒業者の進学者のうち95％が京阪神、ほとんど京阪神でした。
一部中京、関東のほうにも流れますけれども、そのままそっちで就職してしまい、なかなか地元への就職が伸びないということで、滋賀県へ戻ってきてもらおうとＰＲしました。
どこの自治体も、「うちにはこんな企業がありますよ」というＰＲの場をつくっておられるのですが、なかなか説得力がない上、学生は大企業に就職したいというのは正直あると思います。

滋賀労働局も、「滋賀県にはこんないい企業がありますよ」とＰＲするほか、何とか中小企業に目を向いてもらおうと思い、例えが悪いですけれども、「大企業で取締役になるのは難しいけども、中小企業なららなる可能性もあるから、中小企業に入って力を試してみないか」というＰＲもしておりますが、説得が難しいということです。
これは、単純にはいかないと思いますけれども、これは、うちも協力させていただいて、長期的に、単に大学との連携だけではなく、観光をはじめとした彦根の知名度を上げられるような取組が必要であるという感想を持っております。
これは意見でございます。
［会長］
はい、どうぞ。
［企画課長］
企画課長でございます。
ただいまの県内就職率、市内就職率の人数をどうカウントしているかというご質問ですけれども、ご質問されたとおり、本社が県内にある場合は県内、本社が市内にある場合は市内というふうなカウントの仕方となっております。
こちらのほうは、統計書の調査として以前から実施しておりますので、市内に本社があるところに就職されておりますが、実際に違うところへ勤務地があったとしても、それは市内としてのカウント、逆の場合もあるかもしれませんけど、そういうカウントの仕方となっております。

［委員］
わかりました。
ありがとうございます。
［会長］
ほかにはいかがでしょうか。
今のところ、これは文部科学省の指示ですね。
全国、5月連休が明けますと、大学から文部科学省に対して、全部、大学調査というデータを出すわけですが、そのときに、今の県内、県外というのは、本社機能のあるところで表示をしなさいということになっております。
したがって、例えば、ここで、滋賀県ですと京都銀行に就職して、滋賀県にいるけれども、それは京都でのカウントとみなされてしまうということです。
それは、こういうような取組から見ると、非常に不都合なものですね。
結局、実際に本社機能がほかにあったとしても、そこにある事業所に働いていれば、そこの土地にいる、地元にいるという形でカウントしませんと、こういうような施策が効いたかどうかというのはよくわかりません。
したがって、データは二重にとらなきゃいけない。
文部科学省の言うように、本社機能のあるところが就職地ということでとるデータと、それからもう一つは、本当に他府県にいるかという実体のデータと、両方、私どもは要ると思いまして、できたらその後者を使って、こういうようないろんな政策が効いたかどうかということは判断しなければいけないだろうと思っているわけです。
市内3大学と書いてありまして、確かに高校生も含めて検討していかなければいけないのですが、ただ、滋賀県からの人口の移動ということで言いますと、統計上は20歳から24歳の層について、ここ3、4年転出が増えています。
ところが、この2、3年困ったことに、さらにその上の24歳から29歳の層も転出のほうが勝っているということです。
そうすると大学の責任は相当重いというデータに読めるわけです。
あと、データサイエンス学部のことについて、滋賀大学はこういうふうなところで、こういう形で書いて、取組として挙げてもらっていいということを言っておられましたか。
滋賀大学がこれでいきましょうと言っておられるならばいいですけれども、データサイエンス学部が始まるのが平成29年なので、1年生が平成29年から始まるということです。
だから、若者が本当に就職して出てくるかどうかは、平成33年にならないとわからないということです。
だから、今のうちから明記すると、重いものになってしまうのではないかと思いました。
連携が本当にできて、若者の定職に結びつくようなことが、目に見えるかどうかということについて、これを書くとちょっと重た過ぎて大変だと思われるのではないかと思います。
滋賀大学には何か聞かれましたか。
［企画振興部長］
この記述につきましては、具体的に確認などはしておりませんですが、今、おっしゃいましたように、学生の市内就職率および県内就職率ということになりますと、4年後であるということはおっしゃるとおりでございます。
ただ、彦根市としましては、学生の就職のこともございますが、日本で初めてできる学部であるというようなこと、あるいはビックデータの活用ということで、産業界をはじめとして幅広い活用が見込めるというような認識をしております。
それをこの県内就職率、市内就職率の欄で整理するのはどうかというご指摘でございますので、その部分は、おっしゃるとおりでございます。
［会長］
恐らく、一番得意とされるのは、今からそういうデータサイエンティストを養成するということですが、その人たちが、一番力を発揮するのは、企業や事業所内のデータを使って生産の効率を上げることや、マーケティングをやるということだろうと思います。
就職率のところで、これを書かれると重く感じます。

実は、聖泉大学は、県内就職率は9割ぐらいです。
これは、もうこれ以上は上げられないというところです。
滋賀県立大学が約3割で、これは、今からもう少し上げる必要があります。
一方で、滋賀大学の経済学部というのは、7％か8％ですよ。
これは、うんと伸び代があると言えば頑張ってもらわなくては困るのですが、景気のいいときにはどうしても外へ出ますし、選考が経済ですから、地元に閉じこもっている経済というものはないわけで、どこでも活躍できるという本来の形からいきますと、地元に就職というのは難しいという側面はあるわけです。

そういう点で、現在、滋賀大学と滋賀県立大学とは、ＣＯＣプラスを一緒にやっており、地元を志望するような取組を一緒にやっているところですので、そういう事情を考えますと、データサイエンス学部をここに書き込んで、それに責任を持たせる、まあ責任を持たせることはないですが、少し重いと考えられるかもしれませんね。
ほかに、ご意見あるところございますか。
はい、お願いします。

［委員］
「移住策の推進」で、「社会増減数」、その中の金融機関と連携して創設の住宅ローンですけども、滋賀銀行で、現在、長浜市、近江八幡市、そして東近江市さんとの連携ローンがあります。

まず、長浜市と近江八幡市に関しては、いわゆる町家ローン、例えば、古民家に移住される方、古民家をリフォームされる方に対する融資を、通常の融資状況よりも優遇して取り扱っております。
具体的にはもう築後何十年も経過した家ですと、担保の評価が出てこないのですが、そこを大幅に緩和する形で取り扱っております。

長浜市に関しましては、取り扱ってから1年以上経過しております。
実情でいきますと、低調な取扱いで、実際のお客様のニーズとはうまくかみ合ってないような印象を受けています。

一方で、東近江市定住移住応援ローンに関しては、7月の末から取扱いを開始していますが、約2か月で、引き合いあるいは具体的な申し込みの相談等がありました。

市の制度としましては、他の市町村から東近江市に転入される方に対して、新築の場合は市のほうから物件価格の10分の1かつ金額50万円を上限に、中古の場合には10分の1かつ30万円を上限に、それぞれ市から助成するというものです。
一方で、金融機関では、助成されたという証明書類、エビデンスをもとに、融資の手続に入るという流れで進めております。
通常、我々は勤続年数を非常に重視しますが、当然、他府県を含めて移住される方々が対象となっておりますので、勤続年数の審査基準に関しては緩和をしています。
よって、転職されて入ってこられる方については、非常に使いやすいローンであると思います。
以上のことから、こういった提携ローンということでしたら、町家ローンもいいかもわかりませんが、移住応援型のローンの方が効果的ではないかという印象を受けております。
以上です。
［会長］
ほかに、いかがでしょうか。
はい、どうぞ。
［委員］
ｋｏｎｋｉＣＬＵＢです。
(2)の創業支援ですが、起業者の支援事業に関する認知度の向上といったところが課題だと挙げていただいておりますので、メディアワークとしまして、こちらに関しましては、この滋賀県内では一番直近のもので、6月号で、東近江市、安土町、愛荘町といったところで取り組まれている創業塾といったような創業支援事業について、ご出稿を賜りましてご掲載をさせていただきました。
もちろん、掲載をしていただいて終わりではございません。

その後のご反響など、リサーチといったものも行いまして、実際、この6月号に載せていただいたところ、26名から実際お問い合わせをいただいて、そのうちの半数以上が、そういう創業支援の講座の受講を決めていただいたということで、大変お喜びをいただいたという結果でございました。

こういった掲載事例が、成功事例としてビジネスモデルとして確立しておりますので、ぜひとも認知度の向上につきましては、そういった媒体を使っていただければと思います。
以上です。
［会長］
彦根は、非常に交通の便がよく、鉄道では、ＪＲの新快速、快速が停車し、アクセスしやすいという立地のよさを活かせますし、また、保育園、乳児園をはじめ、小学校から高等学校、さらには大学まであるということも活かせますので、そこに移住を呼び込めるような支援を用意するというやり方があります。

そして、もう一つの方法として、業を起こすことによって働く人たちが来て、それで人口を増やしていくという方法もあります。
大体、地域活性化で成功しているのは、後者のほうが割合多いわけですが、彦根市で業を起こして人を呼び込むためには、どういう業が一番向いているのでしょうか。
企業なのでしょうか、それとも農業なのでしょうか。
先ほどは就農者数というのがありましたが、増えているということで、先ほど○と評価しましたけれども、本当に就農で移住を呼びかけるということになると、そういうような施策をしなければいけないことになります。
何の業が定着につながるようなことになるのでしょうか。
そこのところが考える必要があります。
これは、鹿児島のやねだんのシミュレーションの結果だそうですが、若い夫婦と1人の子供を持った3人家族が2年に一組ずつ移住してくれれば、ほぼ人口は維持できるという試算をしていました。
彦根市でも、まずは、どれぐらいの人数が年間に転入すれば維持できるかどうか、あるいは減少が極めて緩やかになるかというシミュレーションをやる。
それに対して、彦根でできることで一番効果が見えるかというと、ひょっとすると農業であったり、それをベースにした6次産業であったり、それをもとにした特産品であったり、色々考えられます。
この前、近江地域学会を開いたときに、東近江の丼の話が出てきましたけれども、とにかく100％地場産のものでつくる丼であったり、100％地場産のものでつくるすし屋であったり、100％地元産でつくるそば屋であったり、そういうのが並ぶと、地場産の農産物が必要となります。
そのために必要な農業を、例えばすべて南部でつくるために必要な人に就農してもらうといった取組は、他のいろんなところを参考にすればあるかもしれません。
何かそういうようなことで、何をやったら一番効果が見えるか、5年先に見えてくるかというようなことを、考える必要があるのかなと思います。
委員の皆さんから、何か、業はこれだというご意見はありますか。

いかがですか。

［委員］
先ほど申し上げた中でも、特に女性の独立支援を推進されるところが多かったので、ターゲットをある程度絞ってみるというところも、一つの策かと思います。
［会長］
女性が働けるというようなことが、もう一つのキーワードでもありますよね。
これは先ほど意見として出ましたが、何かそういう束にした政策ということについて、今、地方創生という非常にいい流れの中にありますので、一度、私ども、それから事務局でも、考えていくこととしたらいかがかと思います。
それでは、全体を通して、ここのところは、○が1個で、あとは×ですけれども、これは、いろんな状況がありますので、取組の課題もたくさんありますから、今のようなこと踏まえた記述をお願いしたいと思います。
よろしゅうございますか。

はい、それでは、これを終わることにいたしまして、4番目の目標に入りたいと思います。
最後のページになっております。
説明をお願いしましょうか。

［都市建設部長］
基本目標「4　時代に合った地域の中で、安心な暮らしを守るまちづくり」について、まず、都市建設部から説明させていただきます。
施策名、「彦根らしい多極的なコンパクトシティの形成」、指標としましては、「立地適正化計画の策定」でございますが、これは、現在策定中の計画でございますので、平成27年度ＫＰＩ指標の評価としましてはしておりません。
課題および取組でございますが、この立地適正化計画といいますのは、第2の線引きと言われておりまして、都市計画区域の中で、都市機能誘導区域、住居誘導区域、これの線引きをして新たに設けるという計画でございますので、その上位計画となる都市計画マスタープランおよび都市交通マスタープランの策定が重要でございます。
現在、この両プランは、都市計画マスタープランについては改定中、都市交通マスタープランについては策定中というところで、当初、平成27年度策定としておりましたが、平成28年度策定ということで遅れております。
その影響でよりまして、立地適正化計画も平成29年度策定というところで、現在取り組んでいるところでございます。
ただし、現在、都市計画マスタープランは、全体構想の素案は出来上がりまして、現在、パブリックコメントを実施しております。
その中によりますと、ＪＲ4駅を都市拠点とする多極型ネットワークという構想でお示ししておりますので、何か施策がありましたら、それをもとに国土交通省等と協議をし、臨機応変に対応するよう都市計画化では準備をしております。
続きまして、「地域公共交通網形成計画の策定」、これにつきましても策定中でございますので評価は控えております。
課題としましては、まず、この交通網形成計画でございますが、1市4町で取り組んでおります湖東圏域公共交通活性化協議会、この組織において検討中でございまして、今年度策定を予定しております。
これにつきましても、彦根市が現在策定している都市交通マスタープラン、この結果を受けて決めるというところの部分もございますので、この関係で、これにつきましても、策定が平成28年度まで押してきております。
取組内容としましては、平成28年度に策定をし、それに基づいて路線バスや愛のりタクシーの再編、乗り場環境の改善などに順次取り組みたいと思っております。
続きまして、施策名、「空き家等住まい対策の推進」、まず、ＫＰＩ指標、「空き家等対策計画の策定」でございます。
この空き家等対策計画につきましては、市内全域に所在する空き家の実態を把握し、全ての空き家の利活用を含めた総合的な施策を策定するものでございます。
まず、彦根市の空き家対策でございますが、彦根市は先進的に、平成25年4月に、彦根市空き家等の適正管理に関する条例を施行しております。
国の方では、昨年、平成27年5月に、空き家等対策の推進に関する特別措置法、よく特措法と言われておりますが、これが5月に施行されております。
内容的には、彦根市の条例とそう変わらないものでございますが、少し変わるところだけ言いますと、空き家の利活用、これにも今後検討するようにということでございますので、それを受けまして、昨年10月に、彦根市では、滋賀県空き家管理等基盤強化推進協議会と協定を結びまして、空き家等の、放置された空き家に対する管理だけではなく利活用についても、我々行政だけでは対応できない面につきまして、この協議会に相談をし、商業的な面についてはサポートをしていただけるよう協定を結び、もうすでに動いております。
今後の見通しにつきましても、先ほど会長様から、空き家データバンクという言葉がございましたが、このデータバンク制度につきましては、すでに彦根商工会議所異業種交流研究会町屋活用委員会を中心に、小江戸ひこね町屋活用コンソーシアムが、小江戸ひこね町屋情報バンクを運営されております。
これにつきましては限定された空き家でございますので、まだ完全な空き家バンクとは言えませんが、こういった運営手法を参考に平成29年度策定する空き家等対策計画の中で、この空き家バンクについても検討したいと思います。
現在、すでに空き家につきましては、歴史的な町屋の空き家につきましては文化財部、そして、利活用・商業的、また観光的利活用については産業部、そして通常の人口対策も含めた空き家対策については都市建設部、この3部が、空き家対策についてすでに対応しておりますので、こういったものを踏まえて空き家対策計画を策定していきたいと思っております。
以上です。
［産業部長］
続きまして、ＫＰＩ指標、「「住もうよ！ひこね」リフォーム事業助成金の移住・新婚・子育て・三世代同居要件での助成件数」でございますが、これにつきましては、市内建築事業者等による地域経済活性化を促進し、住環境の向上を図るため市内施行業者を利用して、市内に居住する住宅の改修等を行った市民に対し助成金を交付する、いわゆるリフォーム助成です。

リフォーム助成につきましては、過年度から継続して実施しておりまして、一定の経済効果は上げておりましたが、この平成28年度から定住人口の増加を図るということで、通常の補助率10％、上限10万円の助成に対しまして、移住・新婚および子育ての世帯並びに三世帯同居の要件に該当する場合は15％の15万円の助成としております。
今年度から始まりました事業のため、ＫＰＩの結果、並びに目標の数値は出ておりませんけれども、今後も事業の周知等に努めまして、定住人口の増加につなげてまいりたいと考えております。以上です。
［地方創生推進室長］
続きまして、次のページでございます。
公共施設のマネジメント確立につきまして、地方創生推進室からご説明申し上げます。

公共施設マネジメントにつきましては、これまでは、公共施設は個別に修繕等対応していたわけですが、管理計画を立てて進めていくというのが全国的な流れでございまして、本市におきましても、本年3月に、彦根市公共施設等総合管理計画を立てて、これに基づき進めておるところでございます。

上の段の、施設類型ごとの策定割合でございます。
それぞれの施設ごとに個別計画を立てるということになってございますが、まずもって、16.7に対しまして16.7ということで、割合のほうは、目標を達成しているわけでございます。
個別計画を策定する単位となる施設のグループにつきましては、いわゆる公共建物といわれるものが22グループ、それから都市基盤道路等、これが14グループの全部で36グループとなってございます。
そのうち6グループが完成しているということで達成をいたしております。
その下の段でございますけれども、こちらのほうは、延床面積の削減率ということでございます。
こちらのほうは達成できておりません。
公共施設等総合管理計画によりますと、10年で1.4％削減するというような長期的な目標があるわけですが、解体する施設の大きさ等によって、なかなか毎年一律に削減するというのは難しいところではございます。

よって、目標達成に向けまして、今後も個別計画を策定に基づきまして、計画的な更新、統廃合、長寿命化に向けた取組を進めていくこととしており、また、最近は、複合施設という考え方も、いろんな施策に取り入れておりますので、そういったことも進めてまいりたいと考えているところでございます。
以上です。
［危機管理監］
続きまして、施策名「(4)安全・安心な暮らしの確保」のうち、「自主防災組織率」につきまして危機管理室の方からご説明申し上げます。
自主防災組織率につきましては、平成27年度末であります本年3月末時点の自主防災組織加入の世帯数を、本市の全世帯数で除して算出しました71.4％をお示ししております。
こちらにつきましては、平成27年度の目標値であります72.1を達成できませんでした。
自主防災組織の設置につきましては、基盤となる地域のまとまりが必要でございまして、基本的には自治会単位での結成を促しております。
昨年度は、未設置の自治会に対しまして、自主防災組織結成を呼びかけるお願い文書を送付させていただきまして、複数の自治会からお問い合わせをいただきましたが、直ちに立ち上げることまではいたらなかったという状況でございます。
地域の総合防災力につきましては、自助、共助、公助から成り立っておりまして、いずれの防災力もバランスよく高めていく必要がございます。
自主防災組織につきましては「共助」の中心となるものであり、自主防災組織の結成にいたっていないのは、「共助」に対する意識が低いことや、自主防災組織への理解がまだまだ不十分であることだと考えております。
そのため、これまでから取り組んでおります防災講習会等で、「共助」の重要性を繰り返し粘り強く説明するとともに、自主防災組織未設置の自治会に対しまして、集中的に周知啓発することや、自主防災組織結成のメリット、インセンティブとしまして、現行補助制度のさらなる周知と補助金内容の充実に取り組みたいと考えております。
以上でございます。
［企画振興部長］
企画振興部です。
続きまして、彦根市内の犯罪率のＫＰＩでございます。

こちらにつきましては、平成27年12月末時点の滋賀県の犯罪統計の数値をお示ししております。
平成27年度末、113.1で、目標値を達成しているところでございます。
なお、安全・安心な暮らしを確保するため、市が、防犯灯の設置や維持管理を行うとともに、自治会が実施されます防犯灯や防犯カメラの設置に対しましても補助を行っております。
また、防犯自治会では、地域の安全を確保する活動として、青色防犯パトロール車によるパトロールや、各種防犯講習会および防犯教室の開催、そして、地域ごとの防犯パトロールなどの取組を実施していただいておりますが、犯罪総件数に占める割合の大きいひったくり、車上狙い、そして自転車などの乗り物等が増加傾向にございます。
また、空き巣や忍込みの進入等も微増傾向にあると、こういった課題がございます。
これらの課題を解決するため、次年度以降も、引き続き防犯灯や防犯カメラの設置を推進してまいります。
また、防犯パトロールを展開していくとともに、防犯パトロールを活発に推進していることがわかるよう、防犯自治会へ、帽子やベストなどの物品を配布いたしまして、犯罪を抑止する安全・安心なまちづくりに取り組んでまいりたいと考えております。
続きまして、施策の「(5)湖東定住自立圏形成協定に基づく取組の推進」でございまして、こちらのほうでは、「湖東定住自立圏1市4町の人口」につきまして、本市、愛荘町、豊郷町、甲良町、多賀町の1市4町で湖東定住自立圏形成協定を締結しており、広域連携によるまちづくりを進めておりますが、1市4町の人口ビジョン等に掲げる目標人口を合算いたしました数値が、ＫＰＩ指標となっているものでございます。
平成27年度につきましては、実績が156,390人でございまして、目標値を達成しているところでございます。
圏域内の状況はそれぞれ異なっておりますが、1市4町で策定している総合戦略におきましては、構成市町でそれぞれ実施をしているため、圏域内で取り組むことがより効果的であると判断される取組につきましては、圏域での取組を推進し、必要な場合は形成協定を変更するなど、この定住自立圏の取組として、統一して取り組んでまいりたいと、このように考えているところでございます。
以上でございます。

［会長］
説明以上ですが、ご意見をいただきたいと思います。
いかがでしょうか。
これは、2ページのどこからでも結構ですので、お願いします。

空き家利活用の総合対策というのは、これは3つの部署が一緒になって検討をされて、平成29年度中に完成ですか。
平成29年のいつ頃、完成予定ですか。

［都市建設部長］
対応は3部でございますが、この計画策定は都市建設部建築住宅課が取りまとめを行います。今年度、平成28年度、その計画の基礎となる全データを取りそろえまして、そして平成29年度に中身をつくっていくという計画でございます。
［会長］
データは、今、どこが持っているのですか。
商工会議所が相当持っているのですか。
［都市建設部長］
全て別途委託業務として発注し、全調査をさせていただきます。
今、実態調査の途中でございます。
［会長］
以前、彦根市から委託を受けて、大学の近くの空き家率を全部調べたことがありましたが、結果が13％でした。
まさに全国平均と同じ結果でした。
だから、やっぱり滋賀県は全国平均ぐらい、あの辺りでもそうだなということがわかりました。
やはり、空き家は結構多いですね。
うまく使うと、これは相当使えるのですが、先ほどのような所有権の問題などは行政が担うほうがはるかにうまくいくようですね。
あと、いかがでしょうか。
ＫＰＩの中には、○、×というものを設定していないのもありますけれど、特に2ページ目には○、×がありますが、この評価は、これでよかったでしょうか。
それから、もしも加えるべき課題、あるいは、それに対しての対応があれば、ここのところに加えていただきますので、何でもご意見をいただければと思いますが、よろしかったでしょうか。
やはり公共の建物の床面積というのは、減らさなければいけないことになっているのですか。

［地方創生推進室長］
地方創生推進室です。
先ほど申しました管理計画によりますと、10年で1.4％ということを念頭に進めているわけでございますけども、これは、各施設が建築後40年、50年経過し、改修の時期に差し掛かってきたというところですので、改修費の調達等、財政的な面も含めて、改修するのか解体するのかを考えていかなければならないという課題がございます。
［会長］
そうですか。
先ほどの空き家の対策を進めていく一定のところに来ると、これは公共のものにしてしまったほうがいいという場合もあるわけですので、本当に10年間で1.4％削減というのが、その辺を見据えると、どうもいまいちという気がします。
ほかにございますか。
よろしかったでしょうか。
はい、それでは、こちらについてのご意見は特別ございませんので、この指標の○、×については、これでよしということにいたします。
以上、表目標の1から4まで検討していただきました。
出ました意見等、事務局のほうでまとめて、書き込んでいただければと思います。
よろしくお願いいたします。
それでは、これで議題(1)を終わりまして、「(2)その他事務連絡等」というのがございますが、何かございますか。

［事務局］
特にございません。
［会長］
そうですか。
それでは、これをもっておしまいとすることといたします。
本日はどうもありがとうございました。
ご苦労さまでした。
(終了)
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